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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間のわが国経済は、消費税率引上げの再延期が正式に表明される中、政府による景気対策

の継続などにより全体的に緩やかな回復傾向が見られました。一方、世界経済は、英国のＥＵ離脱問題、中国及びア

ジア新興国経済の減速懸念などから先行き不透明な状況が続いております。

住宅業界につきましては、日本銀行のマイナス金利政策、政府による住宅取得支援策などの効果により、当第３四

半期連結累計期間における持家部門の新設住宅着工戸数は、前年同期比1.8％増（国土交通省建築着工統計調査）と持

ち直し傾向が継続しております。

こうした事業環境の中、当社グループは、檜の柱を使用し耐震・制震性に優れた住宅構造へのこだわり、高断熱・

高気密の住宅基本性能と太陽光発電標準装備によるエネルギー自給自足へのこだわり、感謝訪問及び24時間対応コー

ルセンターの自社運営による安全と安心へのこだわりの「３つのこだわり」を基本方針とし、「やまとシリーズ」・

「Ｊ・シリーズ」などの主力商品を中心とした販売推進に取り組んでおります。また、展示場受注強化のために当期初

に営業力強化推進部を新設し、営業員の教育・訓練に重点を置くとともに、拠点の整備などにより、利益率改善及び

経費削減を推進しております。

以上の結果、売上高は269億61百万円（前年同期比20.1％減）、営業利益は２億75百万円（前年同期比63.2％減）、経

常利益は90百万円（前年同期比81.7％減）、親会社株主に帰属する四半期純損失は59百万円（前年同期の親会社株主に

帰属する四半期純利益は３億32百万円）となりました。

　 　
セグメントの業績は、次のとおりであります。

　
① 住宅事業

住宅事業につきましては、期首受注残高が前連結会計年度と比較して36億９百万円減少したことにより、売上高は

215億37百万円（前年同期比23.7％減）、営業利益は３億41百万円（前年同期比63.6％減）となりました。

なお、業績の先行指標である受注残高につきましては、前年同期末比34億71百万円増となりました。

　
② ホテル事業

ホテル事業につきましては、ホテル森の風立山の北陸新幹線開業（平成27年３月）の影響による集客数の増加等も

ありましたが、売上高は47億６百万円（前年同期比0.1％減）となり、販売費及び一般管理費の削減等により、営業利

益は４億76百万円（前年同期比12.4％増）となりました。

　
③ ビール事業

ビール事業につきましては、売上高は６億47百万円（前年同期比11.6％減）、営業利益は５百万円（前年同期比31.6

％減）となりました。

　
④ その他事業

その他事業につきましては、太陽光発電事業であり、売上高は71百万円（前年同期比0.3％減）、営業利益は40百万

円（前年同期比3.7％減）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

当第３四半期連結累計期間末における総資産は、流動資産（主に販売用不動産、未成工事支出金及びその他流動資

産）の増加22億99百万円、固定資産（主に有形固定資産及び投資その他の資産）の減少３億67百万円により、前連結

会計年度末と比較して19億32百万円増加し、479億92百万円となりました。負債は、流動負債（主に短期借入金及び未

成工事受入金）の増加37億61百万円、固定負債（主に長期借入金）の減少10億71百万円により、前連結会計年度末と

比較して26億90百万円増加し、303億17百万円となりました。

なお、自己資本は174億93百万円、自己資本比率は36.5％となりました。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

平成28年10月期の連結業績につきましては、平成27年12月15日に公表した予想に沿って進捗しており、変更はあり

ません。
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２．サマリー情報(注記事項)に関する事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動

該当事項はありません。

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

該当事項はありません。

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

　会計方針の変更

（企業結合に関する会計基準等の適用）

「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会

計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の

持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用とし

て計上する方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合について

は、暫定的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四

半期連結財務諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主

持分から非支配株主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期

連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っておりま

す。

企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点

から将来にわたって適用しております。

これによる損益に与える影響はありません。

（減価償却方法の変更）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第２四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響額は軽微であります。

（４）追加情報

　（法人税率の変更等による影響）

「所得税法等の一部を改正する法律」（平成28年法律第15号）及び「地方税法等の一部を改正する法律」（平

成28年法律第13号）が平成28年３月31日に公布され、平成28年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人

税率等の引下げ等が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用す

る法定実効税率は従来の32.06％から平成28年11月１日及び平成29年11月１日以降に開始する連結会計年度に解

消が見込まれる一時差異については30.86％に、平成30年11月１日以降に開始する連結会計年度以降に解消が見

込まれる一時差異については、30.62％に変更されます。

これらの税制改正に伴い、当第３四半期連結累計期間における繰延税金資産の純額は70百万円減少し、法人

税等調整額は70百万円増加しております。
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３．四半期連結財務諸表

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年10月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年７月31日)

資産の部

流動資産

現金預金 7,778 7,903

受取手形・完成工事未収入金等 1,066 1,297

未成工事支出金 399 1,166

販売用不動産 2,694 3,206

商品及び製品 109 118

仕掛品 12 11

原材料及び貯蔵品 262 271

繰延税金資産 808 833

その他 555 1,180

貸倒引当金 △19 △22

流動資産合計 13,667 15,967

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 41,160 40,583

機械、運搬具及び工具器具備品 4,664 4,625

土地 11,064 11,110

リース資産 3,655 4,011

建設仮勘定 59 143

減価償却累計額及び減損損失累計額 △32,542 △32,657

有形固定資産合計 28,062 27,815

無形固定資産 621 614

投資その他の資産

投資有価証券 63 51

長期貸付金 253 243

退職給付に係る資産 79 111

繰延税金資産 2,321 2,249

破産更生債権等 8 7

その他 1,292 1,242

貸倒引当金 △311 △310

投資その他の資産合計 3,708 3,594

固定資産合計 32,392 32,025

繰延資産

社債発行費 0 ―

繰延資産合計 0 ―

資産合計 46,059 47,992
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成27年10月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年７月31日)

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 4,401 3,447

短期借入金 1,907 5,308

1年内償還予定の社債 5 ―

1年内返済予定の長期借入金 1,654 1,477

リース債務 519 599

未払法人税等 366 27

未成工事受入金 1,568 4,360

完成工事補償引当金 209 187

賞与引当金 623 305

その他 3,062 2,363

流動負債合計 14,316 18,077

固定負債

長期借入金 8,838 7,848

リース債務 1,320 1,280

役員退職慰労引当金 696 691

退職給付に係る負債 1,393 1,353

資産除去債務 297 317

その他 763 747

固定負債合計 13,310 12,239

負債合計 27,626 30,317

純資産の部

株主資本

資本金 3,873 3,873

資本剰余金 22 22

利益剰余金 14,265 13,517

自己株式 △20 △20

株主資本合計 18,140 17,392

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 25 14

退職給付に係る調整累計額 103 85

その他の包括利益累計額合計 128 100

非支配株主持分 163 181

純資産合計 18,432 17,675

負債純資産合計 46,059 47,992
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年11月１日
　至 平成27年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年11月１日
　至 平成28年７月31日)

売上高 33,749 26,961

売上原価 21,531 15,802

売上総利益 12,218 11,159

販売費及び一般管理費 11,469 10,884

営業利益 748 275

営業外収益

受取利息 3 2

雇用調整助成金 3 ―

助成金収入 13 ―

未払配当金除斥益 15 6

還付酒税等 ― 21

雑収入 35 51

営業外収益合計 71 82

営業外費用

支払利息 282 230

雑支出 44 36

営業外費用合計 327 267

経常利益 492 90

特別利益

固定資産売却益 314 ―

特別利益合計 314 ―

特別損失

固定資産除却損 7 14

減損損失 63 ―

特別損失合計 70 14

税金等調整前四半期純利益 735 75

法人税、住民税及び事業税 94 60

法人税等調整額 293 57

法人税等合計 387 117

四半期純利益又は四半期純損失（△） 347 △41

非支配株主に帰属する四半期純利益 15 18

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会
社株主に帰属する四半期純損失（△）

332 △59
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四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間
(自 平成26年11月１日
　至 平成27年７月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成27年11月１日
　至 平成28年７月31日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 347 △41

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 13 △10

繰延ヘッジ損益 2 ―

退職給付に係る調整額 △8 △17

その他の包括利益合計 7 △28

四半期包括利益 355 △69

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 339 △87

非支配株主に係る四半期包括利益 15 18
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自 平成26年11月１日 至 平成27年７月31日）

　 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注）２住宅事業 ホテル事業 ビール事業 その他事業 計

売上高

(1)外部顧客に対する
売上高

28,233 4,712 732 71 33,749 ― 33,749

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

4 39 41 ― 85 △ 85 ―

　計 28,237 4,752 773 71 33,834 △ 85 33,749

セグメント利益 937 423 7 41 1,410 △ 662 748

(注) １．セグメント利益の調整額△662百万円には、セグメント間取引消去△27百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△634百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自 平成27年11月１日 至 平成28年７月31日）

　 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：百万円）

報告セグメント
調整額
(注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
(注）２住宅事業 ホテル事業 ビール事業 その他事業 計

売上高

(1)外部顧客に対する
売上高

21,537 4,706 647 71 26,961 ― 26,961

(2)セグメント間の内部
売上高又は振替高

― 38 47 ― 86 △ 86 ―

　計 21,537 4,745 694 71 27,047 △ 86 26,961

セグメント利益 341 476 5 40 863 △ 587 275

(注) １．セグメント利益の調整額△587百万円には、セグメント間取引消去△19百万円、各報告セグメントに配分し

ていない全社費用△568百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一般管理費

であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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４．補足情報

（１）生産、受注及び販売の状況

（１）生産実績

住宅事業、ホテル事業及びその他事業は生産実績を定義することが困難であるため、ビール事業の生産実績を

記載しております。

当第３四半期連結累計期間における生産の実績は、次のとおりであります。

セグメントの名称 生産高（ｋｌ） 前年同期比（％）

ビール事業 1,237 △ 11.7

（２） 受注状況

当社グループでは、当社の受注が大部分を占めているため、当社の受注状況を記載しております。

当第３四半期連結累計期間における受注の状況は、次のとおりであります。

セグメントの名称 部門別 受注高（百万円） 前年同期比（％）

住宅事業

建築部門 22,647 4.3

不動産部門 4,269 △ 3.6

計 26,916 2.9

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

（３） 販売実績

当第３四半期連結累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％）

住宅事業 21,537 △ 23.7

ホテル事業 4,706 △ 0.1

ビール事業 647 △ 11.6

その他事業 71 △ 0.3

計 26,961 △ 20.1

（注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。

２．総販売実績に対する割合が10％以上の相手先はありません。

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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